
愛知県豊川市企画部情報システム課
杉本 陽平

愛知県東三河５市町村における
自治体クラウドへの取組み
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１ 愛知県豊川市の概要（１／２）

（１）概要

人口

世帯数 ６６，１４８世帯

面積 １６０．７９ｋ㎡

合併

３度の合併（１市４町）
・平成18年2月 1日 一宮町
・平成20年1月15日 音羽町、御津町
・平成22年2月 1日 小坂井町

（平成２６年１月１日現在）
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１８１，２８５ 人

愛知県



１ 愛知県豊川市の概要（２／２）
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（２）市内の主な観光施設と年間来場者数
（平成２４年分）

① 豊川稲荷 ： ４，５００，０００人
② 砥鹿神社 ： ４０３，０００人
③ 赤塚山公園（ぎょぎょランド） ： ３１６，７５０人
④ 本宮の湯 ： ２６６，７８４人
⑤ 豊川市民まつり ： ２４５，０００人

（おいでん祭、手筒まつり）

（３）市制施行７０周年記念事業（全８４事業）
＜主な事業＞

「ご当地グルメでまちおこしの祭典！Ｂ－１グランプリ in 豊川」
○ 平成２５年１１月９日（土）、１０日（日）開催
○ 出展団体数 ： ６４団体
○ 来場者数 ： ５８１，０００人

１日目３２３，０００人
２日目２５８，０００人

○ 運営スタッフ ： 約４，９００人
（うち、ボランティアは約３，６００人）

初詣で賑わう豊川稲荷



２ 共同調達参加市町村
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団体名
人口

（平成25年１2月1日現在） 稼働時期

豊川市 １８１，３５７人 平成２６年１月６日

新城市 ４７，９５９人 平成２７年１０月

設楽町 ５，２５６人 平成２７年１０月

東栄町 ３，４８８人 平成２６年 ４月

豊根村 １，２０２人 平成２８年 ９月

５団体計 ２３９，２６２人

県内５４市町村 ７，４３６，８５７人



３ 豊川市における主な課題
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◆ パッケージソフトの継続性

◆ システム基盤がオフコンというレガシー環境

◆ コスト削減の要請

◆ 業務継続性の担保



【経緯】

○愛知県及び県内全市町村（名古屋市を除く）で構成

されている「あいち電子自治体推進協議会」におい

て、平成２４年３月に「あいち自治体クラウド推進構

想」が策定され、平成２４年度に「あいち自治体クラ

ウド推進事業」を実施

○参加市町村は、「あいち自治体クラウド推進事業」

に参画し、「東三河地区共同評価グループ」を形成

し、自治体クラウドによる調達の検討を実施

○愛知県の調整により、「東三河地区共同評価グ

ループ」内の５市町村による共同調達を実現

４ 事業の背景
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【動機・背景】

○参加市町村のうち４市町村が、共通のシステム

運用保守業者が提供するパッケージを使用

○データ移行も含め、同一システムへの移行に

メリットがあるとの認識を共有

年月

H22. 5 原口ビジョンⅡ

新たな情報通信技術
戦略

H22. 8 県・市懇談会テーマ提出

H22.11

「東三河広域情報システム研究会」で検討
（豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽
町、東栄町、豊根村）

H23. 3

【豊川市】
「豊川市情報システム等全体最適化計画」の
策定
　共同利用、自治体クラウドの推進

H24. 2

対象システムデモの実施

H24. 3

【豊川市】
「豊川市情報化推進計画」の策定
　推進施策(行政情報化)
　　自治体クラウドなど情報システムの
　共同調達、共同運営の推進

H24. 4

H24. 5
共同評価グループ
の結成

「東三河地区共同評価グループ」で検討
（豊川市、蒲郡市、新城市、田原市、設楽町、東栄
町、豊根村）

H24. 6
【豊川市】
「豊川市情報政策推進本部」で、クラウド方
式による共同調達を決定

H24. 7 公募型プロポーザルの実施

H24.10 業者選定

全国共通の電子行政サービスの実現
　地方自治体における電子行政について、利用者の負担軽減、行政効率化
の観点から、クラウドコンピューティング技術を活用した情報システムの
統合・集約化を進める

都道府県対象説明会

県・市懇談会
「自治体クラウド活用に向けた県のリーダーシップ発揮と情報交換や検討作業の
開始について」

あいち電子自治体推進協議会において
　「自治体クラウド等研究会」発足・参加

地域振興部情報企
画課長の選定委員
会への参加

「あいち自治体クラウド推進構想」の策定

「あいち自治体クラウド推進事業」の実施

あいち自治体クラウド推進事業業者一次提案会の開催

国 県 市町村

　自治体クラウドによる情報システムの共同利用で２０１５年までに、情
報システム等への経費を３０％程度以上削減

情報提供



５ あいち自治体クラウド推進構想

8



６ 調達方法
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（１）調達方式
公募型プロポーザル方式

（２）実施体制
ア 選定委員会（９名）

・委員長 豊川市副市長
・副委員長 愛知県地域振興部情報企画課長
・委員 参加市町村関係部長等

イ 作業部会（１７名）
・参加市町村関係課長等

（３）調達方針
ア コストの削減
イ セキュリティの向上
ウ 住民サービスの向上
エ 業務継続性の向上



７ 調達業務
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1.共通管理 14.生活保護 27.国民健康保険（賦課）

2.選挙・不在者・期日前 15.児童手当 28.後期高齢者医療

3.個人住民税 16.児童扶養手当・遺児手当
（市単、県単）

29.福祉医療

4.法人住民税 17.保育 30.健康管理

5.軽自動車税 18.幼稚園就園奨励費 31.一般不妊治療

6.収納管理・口座管理 19.災害時要援護者台帳 32.住民記録

7.滞納管理 20.高齢者生活支援 33.印鑑登録

8.宛名管理 21.介護保険 34.総合照会

9.固定資産税（土地） 22.介護保険（認定） 35.市営住宅管理

10.固定資産税（家屋） 23.生活機能評価 36.下水道受益者負担金

11.固定資産税（償却資産） 24.国民年金 37.就学管理・就学援助

12.障害者手帳・障害者手当・精
神通院医療

25.国民健康保険（資格）

13.障害者生活支援・障害福祉
サービス・地域生活支援サービ
ス・厚生医療

26.国民健康保険（給付）



８ 調達ドキュメント（１／２）
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東三河住民情報システム共同調達業務実施要領

様式１ 参加表明書

様式２ 会社概要

様式３ 住民情報システム構築等実績一覧

様式４ 質問書

様式５ 出力物サンプル閲覧に関する秘密保持誓約書

様式６ 企画提案書

様式７ 中間標準レイアウト適合状況一覧表

様式８ 提案見積書

様式９ 提案見積書（明細）



８ 調達ドキュメント（２／２）
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東三河住民情報システム共同調達業務調達仕様書

別紙１ システム要件一覧表（機能）

別紙２ 業務要件定義書

別紙３ システム要件一覧表（出力物）

別紙４ システム連携一覧表（外部インターフェース仕様）

別紙５ 各種規模要件一覧表

別紙６ 現行庁内ネットワーク概要図

別紙７ データセンター設備要件一覧表

別紙８ 接続端末機器構成

別紙９ 大量印刷帳票一覧表

別紙１０ 大量パンチ入力業務一覧表

別紙１１ 豊川市情報セキュリティ取扱特記仕様書

東三河住民情報システム共同調達業務企画提案書作成要領

東三河住民情報システム共同調達業務評価基準



９ 調達スケジュール
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日付
（平成24年度） イベント

7月10日 公告開始

7月23日
公告終了
参加表明書提出期限
質問書提出期限

8月 6日 質問回答

8月20日
企画提案書提出期限
見積書提出期限

8月24日 第１次審査（プレゼンテーション審査）

8月28日 第２次審査参加者の特定

9月4日～9月6日 第２次審査（デモンストレーション審査）

10月 2日 第２次審査（プレゼンテーション審査）、受託者の特定

10月 4日 結果公表、受託者選定結果通知



１０ 評価方法
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＜第１次審査＞

各評価の配点（満点合計 500点）

＜第２次審査＞

各評価の配点（満点合計 1,000点）

評価項目 評価者

提案点（300点） ・企画提案書［書面］
・プレゼンテーション

選定委員会作業部会

機能点（100点） ・システム要件一覧表［書面］ 計算式

価格点（100点） ・提案見積書［書面］ 計算式

評価項目 評価者

提案点（300点） ・企画提案書［書面］
・プレゼンテーション

選定委員会

機能点（400点） ・デモンストレーション 業務担当課

価格点（300点） ・提案見積書［書面］ 計算式



１１ 次期システムの概要（全体）
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 施設・設備面で安全で信頼性の高いＩＤＣ内に構築された住民情報システムを、ＬＧＷＡＮを
経由し、ブラウザを介して利用する、クラウド型サービスを中心としたシステム構成

 大規模災害に備え、関東地区の第１ＩＤＣを、九州地区の第２ＩＤＣに切り替え可能なシステ
ム構成

 ネットワーク障害の発生等に備え、参加市町村の自庁舎内にダウンリカバリサーバを設置
し、重要なサービスについては継続可能なシステム構成

業務の種類 業務システム名

住記系
住民記録（住基ネット）、印鑑登録、宛名管理、
就学管理、就学援助費

選挙系
※国民投票含む

選挙、不在者・期日前投票管理

税系
固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車
税、収納管理、口座管理

保険系
国民年金、国民健康保険（資格、給付、賦課）、
後期高齢者医療保険、介護保険、介護保険（認
定）

福祉系

福祉医療、障害者手帳、障害者手当、障害者生活
支援、障害福祉サービス、地域生活支援サービス、
自立支援医療、生活保護、児童福祉（児童手当、
児童扶養手当・遺児手当）、保育、高齢者生活支
援、生活機能評価、健康管理、一般不妊治療費助成

その他
市営住宅管理、下水道受益者負担金、災害時要援
護者台帳

住民情報システム（副）

第２ＩＤＣ
（九州地区）

住民情報システム（正）

第１ＩＤＣ
（関東地区）



１２ 次期システムの概要（豊川市）
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※豊川市のシステム構成例

＜クラウドサービス一覧＞

＜その他（自庁型）一覧＞

業務の種類 業務システム名

住記系 住民記録、印鑑登録、宛名管理、就学管理・就学援助

選挙系 選挙

税系
固定資産税、個人住民税、法人住民税、軽自動車税、
収納管理、口座管理、滞納管理

保険系
国民年金、国民健康保険（資格、給付、賦課）、後期高
齢者医療保険、介護保険

福祉系

福祉医療、障害者手帳、障害者手当、障害者手当、自
立支援医療、障害者生活支援、障害者福祉サービス、
保育、高齢者生活支援、生活機能評価、生活保護、健
康管理、一般不妊治療費助成、児童福祉（児童手当、
児童扶養手当・遺児手当）

その他 市営住宅管理、災害時要援護者台帳

業務の種類 業務システム名

選挙系 不在者・期日前投票管理

保険系 介護保険（認定）

その他 下水道受益者負担金

＜クライアント・サーバ型一覧＞

業務の種類 業務システム名

住記系業務 住基ネット

バックアップ ダウンリカバリサーバ



１３ 実施体制
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東三河住民情報システム共同調達業務管理体制

東三河住民情報システム共同調達業務作業部会（参加市町村の担当課長）

豊川市 新城市 設楽町 東栄町 豊根村

情報システム課長 行政課長 総務課長 総務課長 総務課長

行政課長 防災安全課長 税務課長 税務課長 住民課長

市民税課長 税務課長 町民課長 福祉課長

収納課長 情報システム課長 したら保健福祉センター長 住民課長

資産税課長 市民保険課長 建設課長

福祉課長 福祉課長

子ども課長 長寿課長

介護高齢課長 こども未来課長

保険年金課長 健康課長

保健センター主幹 都市計画課長

市民課長 下水道課長

建築課長 教育総務課長

下水管理課長

学校教育課長

分科会（参加市町村の事務担当者）

住記系 選挙系 税系 保険系 福祉系 その他
住民記録
住基ネット
印鑑登録
宛名管理
就学管理
就学援助

選挙
不在者・期日前投票管理

固定資産税
個人住民税
法人住民税
軽自動車税
収納管理・口座管理
滞納管理

国民年金
国民健康保険(資格)
(給付)(賦課)
後期高齢者医療
介護保険
介護保険(認定)

福祉医療
障害者手帳等
障害者生活支援等
生活保護
児童手当
児童扶養手当・遺児手当
保育
幼稚園就園奨励費
高齢者生活支援
生活機能評価
健康管理
一般不妊治療

市営住宅管理
下水道受益者負担金
災害時要援護者台帳
共通管理
総合照会

豊川市 ＣＩＯ 副市長
新城市 ＣＩＯ 副市長
設楽町 ＣＩＯ 副町長
東栄町 ＣＩＯ 副町長
豊根村 ＣＩＯ 副村長



１４ 全体スケジュール
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【取組み概要】

１５ 主な取組み：標準化
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 パッケージ・業者選定作業
参加市町村の仕様を吸収できる
パッケージ、導入業者を、参加市
町村全体で審査体制を組織し、審
査を実施

 

 

分科会による 

確認・検討 

  

業務会議によ

る仕様承認 

 

全体会議によ

る共通仕様の

確定 

平成 25年 1月中 平成 25年 1月末 平成 25年 2月 平成 25 年 3 月中

 

パッケージ 

説明 

 

ギャップの 

確認 

 

対応等の 

検討 

ドキュメントによ

る仕様確認 

＜仕様確定の進め方＞

＜会議内容＞

 仕様確定作業
参加市町村全体で共通仕様の確
認作業を行い、個別のカスタマイ
ズが発生しないように要件確定作
業を実施



１６ 主な取組み：事業継続（１／６）
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クラウドコンピューティング技術や構築業者の保有するＩＤＣを活用し、災害時の業務継続や情
報保全のための広域連携の仕組みにより、ＩＣＴ－ＢＣＰの実現に向け検討

（１）ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）又はＩＤＣ障害対策（一時的な障害）
（２）ＩＤＣ被災対策
（３）庁舎災害対策（参加市町村の連携による業務継続）

【取組み概要】

＜バックアップの種類＞

バックアップの種類 内容 サイクル

1
サーバのバック
アップ

システムバックアップ サーバ単位でＯＳ・アプリケーション・データをバックアップ 適宜

モジュールバックアップ アプリケーションを必要に応じてバックアップ 適宜

データバックアップ
データベースからデータのみを別のディスクへ毎日退避（7世代）。週
次にてデータをフルバックアップ

日次

週次

2 第２ＩＤＣへのバックアップ 日々の差分データを、第２ＩＤＣへバックアップ 日次

3 ダウンリカバリサーバへのバックアップ 第１ＩＤＣのデータと同期 日次



（１） ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）又はＩＤＣ障害対策（一時的な障害）

１６ 主な取組み：事業継続（２／６）
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 第１ＩＤＣ内のサーバと庁舎内のダウンリカバリサーバとの同期処理を実施する

平常時の運用

第１ＩＤＣ（関東地区）



１６ 主な取組み：事業継続（３／６）
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 端末のアクセス先を第1ＩＤＣから庁舎内のダウ
ンリカバリサーバへ切り替える

暫定対応

 端末のアクセス先を庁舎内のダウンリカバリ
サーバから第1ＩＤＣへ切り戻す

復旧対応

第１ＩＤＣ（関東地区）

第１ＩＤＣ（関東地区）



１６ 主な取組み：事業継続（４／６）
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 第１ＩＤＣのサーバのデータを第２ＩＤＣへ送信し、日次でバックアップを取得する

平常時の運用

（２） ＩＤＣ被災対策

第１ＩＤＣ（関東地区）第２ＩＤＣ（九州地区）



１６ 主な取組み：事業継続（５／６）
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 第２ＩＤＣ内のサーバ等を利用しバックアップから
システムのリカバリを行う

暫定対応

 第２ＩＤＣに庁舎内の端末からアクセスすることで
システムを利用する

復旧対応

第１ＩＤＣ（関東地区）

第１ＩＤＣ（関東地区）

第２ＩＤＣ（九州地区）

第２ＩＤＣ（九州地区）



１６ 主な取組み：事業継続（６／６）
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 他参加市町村への移動手段、移動人員の確認
を行う

 他参加市町村の端末から被災した市町村のサー
バへアクセス経路を切り替える

暫定対応

 庁舎内のダウンリカバリサーバと第１ＩＤＣ内の
サーバと同期をとり、日次の同期処理を復旧させる

 サーバへのアクセス経路を暫定対応前の状態に
切り戻す

復旧対応

（３） 庁舎災害対策（参加市町村の連携による業務継続）
第１ＩＤＣ（関東地区）

第１ＩＤＣ（関東地区）



１７ 費用対効果
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システムの利用期間（７年３ヶ月）を想定し、現行費用（自庁型）と今回費用（クラウド
型）を比較した結果、３５％以上の削減効果が認められた。また、その他の費用として、光
熱費、災害対策に伴う設備・機器・人件費等の費用について節減効果があり、それらを含め
た場合、さらなる削減効果が見込まれる。



１８ 今後の課題
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（１）番号制度への対応、活用

 システム整備、条例整備等
 新たな住民サービスへの利活用（総合窓口等）

（２）業務継続への対応

 参加市町村間での防災協定の締結
 災害を想定した対応手順の周知徹底、訓練の実施

（３）内部システムのクラウド化

 財務システム、文書管理システム、人事給与システム等
のクラウド化（平成２６年度共同調達予定）



ご清聴ありがとうございました

豊川市企画部情報システム課

〒442-8601 愛知県豊川市諏訪1丁目1番地

電話 0533-89-2128（直通）

FAX 0533-89-2168

ﾒｰﾙ joho@city.toyokawa.lg.jp
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